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Ⅰ　問題の背景と研究の目的

本研究は，校長のリーダーシップ発揮の促進
要因を，校長職をとりまく制度的・組織的条件
に焦点づけて実証的に解明し，日本における改
革デザインを提示することを目的としている。
本研究の全体デザインは，国内調査と海外諸国
の調査から成るが，本稿は，このうち国内調査
の第一次報告である。

1990年代末以降，学校裁量予算の拡充，学習
指導要領の大綱化，学級編制や教員配置基準の
弾力化等の学校裁量拡大により自律的学校経
営，特に校長のリーダーシップの発揮が強く求
められてきた。その中で，「校長の専門性」（校
長に求められる固有の力量）の構成内容とそれ
らを育成するための方法等に関する研究が本格
化した。小島（2004）はこうした研究動向にお
いて重要なエポックを画した。それは，海外の
最新動向や日本の小・中学校の校長等への調査
を実施して，校長が必要とする力量とその習得
機会の実態を考察し，大学院での校長養成を提
言して，以後の研究的議論を喚起するとともに，
学校管理職養成を意図した大学院修士課程プロ
グラムの設置を後押しした。

この時期，先行して学校裁量拡大を推進した
アメリカ，イギリスでは，既に校長のリーダー
シップの質保証に向けた政策・研究・実践が進
んでいた。アメリカでは1950年代以降，地方教
育長と校長の資格である「教育行政」免許を大
学院で取得する仕組みが普及したが，1980年代
には教育行政官一般とは区別されるべき「校長」
固有の専門性に対する関心が高まった。全米の
校長会はその基準作成を進め（NAESP 1986），
免許課程をもつ大学院の団体（教育経営大学協
会; UCEA）は校長養成プログラムの開発を進
めた（Murphy 1993）。1996年，州教育長協議
会（CCSSO）が全米の統一基準として「スクー
ルリーダーのための基準」を策定し，以後も改
訂を重ねた（CCSSO 1996; 浜田 2007）。イギ
リ ス で は，「教 育 経 営・行 政 学 会（British 
Educational Management and  Administration 
Society; BEMAS）」が2000年に「教育リーダー
シップ・経営・行政学会（British Educational 
Leadership， Management， and Administration 
Society; BELMAS）」に名称変更し，英国教育省
が「スクールリーダーシップ国立カレッジ（National 
College for School Leadership; NCSL）」を創設
するなど，校長の専門性保証の動きが本格化し
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た（NCSL 2012）。国際学力調査で各国への影
響 力 を 強 め る OECD も2008年 に“School 
Leadership”を公刊するなど，校長のリーダー
シップの重要性に着目している（有本他 2009）。

国内でも校長固有の専門性についての研究は
飛躍的に進展し，教職大学院や教育センター等
ではその育成・向上を明確に意図した教育プロ
グラムが展開されていった（大脇他 2017など）。
校長の専門性の明確化とその向上に関心が集ま
り，日本教育経営学会は実践推進委員会を設置
して「校長の専門職基準」（2009年初版，2012
年一部改訂）の策定に取り組み，2009年に初版
を公表した（牛渡他 2016；日本教育経営学会
実践推進委員会 2015）。

校長のリーダーシップに対する関心は，政策
形成サイドと学校現場サイドという2つの文脈
から高まってきた。前者は新自由主義政策を背
景とした学校ガバナンス改革の流れであり，教
育実践現場からみると外在的な性質が強い。そ
れに対して後者は，教育内在的なものである。
すなわち，子どもが直面する課題状況（いじめ，
自殺，不登校等）が多様化・複雑化し，多様な
子ども（障害のある子，外国人，貧困な状況に
置かれた子等）の学力保障，保護者・地域住民
との信頼構築の必要性等，個別学校の課題が増
大し，学校独自のマネジメントの重要性は格段
に増した。

こうした実態を踏まえて，中教審は学校の組
織・経営に関係する審議を熱心に展開してきた。
例えば，2015年12月の「チームとしての学校の
在り方と今後の改善方策について（答申）」，「新
しい時代の教育や地方創生の実現に向けた学校
と地域の連携・協働の在り方と今後の推進方策
について（答申）」などにそれは表現されている。
また，依然として高い社会的関心を集めている
教員の長時間勤務の実態とそれを解決するため
の「働き方改革」についても，2019年1月の「新
しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・
運営体制の構築のための学校における働き方改
革に関する総合的な方策について（答申）」の
中で校長をはじめとする学校管理職のリーダー
シップの重要性が強調されている。さらに，新

学習指導要領でも，「主体的・対話的で深い学
び」の追求とそれを実現するためのカリキュラ
ム・マネジメントと「社会に開かれた教育課程」
を強調する中で，校長のリーダーシップを強く
求めている。

もとより，各学校が自律的に教育活動を展開
するために，校長にリーダーシップの発揮を求
めることは当然である。しかしながら，校長職
をとりまく種々の制度的・組織的な条件のあり
ようを顧みることなく，単純にそれぞれの校長
にリーダーシップの発揮を求めるだけの論調が
はびこっているように思えてならない。校長，
学校管理職，リーダーシップ等に関わる研究や，
教育改革を進めようとする政策は多いが，その
大半はリーダーシップを発揮するために必要な
校長の専門性の内実と育成方法の解明に向けら
れてきたのではないだろうか（北神他 1988; 
小島他 1989; 小島他 1991; 露口 2008; 牛渡他 
2016; 篠原 2017など）。すなわち，日本におけ
る校長のリーダーシップ研究では，校長職を成
り立たせる様々な社会的条件，あるいは校長の
リーダーシップ発揮を支え促すための諸条件に
ついての関心が不十分だったのではないか。  

学校教育の社会的役割は，過去20～30年の間
に大きく膨張してきた。にもかかわらず，教員
の勤務状況には関心が向けられず，現場では「個
人のがんばり」が奨励されていった。「学校の
自主性・自律性」の重要性が強く主張される中
でも，それを成り立たせるために必要な制度的・
組織的条件は遡上に載せられることなく，ひた
すら「校長のリーダーシップ」の発揮が求めら
れる。つまり「個人のがんばり」が強調される
という類似の状況に陥ってしまうのではないか
と危惧される。

校長をはじめとする学校管理職の研修は独立
行政法人教職員支援機構（旧教員研修センター）
や地方の教育センター等において組織的・計画
的に実施されている。だが，研修で得た知識が
学校経営場面のリーダーシップとして発現する
とは限らない。養成・研修内容の改善だけでは
校長のリーダーシップの質保証は困難なのが現
実である。既存の制度・組織条件の中に校長の
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リーダーシップ発揮を阻害する条件があるなら
それを解消し，促進条件に変換する必要がある
のではないか。例えば，日本では校長の同一校
在任期間一つとっても，20年以上前とほとんど
変化していない。校長による意思決定を下支え
する専門職団体や学術団体の活動も旧態依然で
ある。たとえ研修等でそのような専門性を習得
したようにみえても，学校経営の実践場面で十
分なリーダーシップを発揮できない例は少なく
ない。個人の専門性向上に囚われた《個人アプ
ローチ》だけでは，学校の自律性確立に必要な
校長のリーダーシップの発揮は難しいと考えら
れよう。そこで本研究は，校長のリーダーシッ
プの発揮を根底で支え促進する制度的・組織的
条件の解明（＝《システムアプローチ》）に軸
足を置いて，冷静に現状を捉え，その改善方策
について検討することにした。図に示したよう
に，《システムアプローチ》においては，「校長
職に関わる制度的条件」（資格・養成・選考，
評価，在職期間，権限範囲等）と，「校長の自
律的な職務遂行を支える組織的条件」（校内意
思決定システム，校長の専門職団体の活動，専
門性を支える学術団体等）に注目することが必
要である。そこで，本稿では，研究の緒として，
全国の公立学校現場（小学校，中学校，高等学
校，特別支援学校）での，校長のリーダーシッ
プをとりまく制度的・組織的条件の実態を明ら
かにすることを目的に実施した質問紙調査デー
タの基礎的分析を行う。

なお，本稿の各パート末尾に当該パートの執
筆担当者を記した。調査項目については共同研
究者全員の協議により作成したが，分析・考察
の内容は執筆担当者4名が中心になって作成さ
れたものである。

（浜田　博文）

Ⅱ　調査の概要

１．予備調査
次頁「Ⅲ」で示す調査項目の開発を受けて，

2018年10月～11月，共同研究者のネットワーク
より得た現・元校長（小学校，中学校，特別支
援学校，高等学校）34名の協力者に対して予備
調査を実施した。同調査は，天井効果を示す調
査項目のチェックと設問文・調査項目・選択肢
等に関する意見聴取を目的になされた。その結
果を踏まえ，最終的な調査票を完成させた。

２．本調査
（1）調査対象

全国から無作為抽出された2,400校（小学校，
中学校，特別支援学校，高等学校いずれも600
校ずつ）の校長，副校長・教頭，主幹教諭等ミ
ドルリーダー教員を対象とした。調査対象校の
抽出にあたっては，学校種別に，全体数（全国）
における各都道府県の構成比にもとづき，都道
府県ごとに対象校数を決定し，各都道府県内で
割当数の学校を無作為抽出した。

図．《個人アプローチ》と《システムアプローチ》
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（2）調査の実施方法及び時期
2019年１月25日，調査対象校の校長に，調査

票等一式を発送（投函）した。校長には，①校
長自身の調査票の他，②副校長又は教頭１名

（複数配置の場合，現任校着任年数の長い者）
と③主幹教諭・指導教諭・教務主任のうち１名

（現任校着任年数の長い者）に調査票等一式を
渡してもらった。

回答及び返送については，同年２月８日（金）
を投函締め切りとして，無記名回答・厳封・個
別返送を依頼した。

本調査では，校長による調査票の配布及び対
象者による回答及び返送をもって，調査協力に
対する同意を得たものと理解した。なお，本調
査は，筑波大学人間系研究倫理委員会の審査を
得ている（課題番号：筑30-178号）。

（3）回収結果
有効回収数・率は，表１の通りである。なお，

有効回答者（３者）の基本属性については，浜
田編（2019，pp.2-4,pp.15-17，pp.22-24）を参

照されたい。
（髙野　貴大）

Ⅲ　調査項目の作成

１．基本属性
回答者の個人特性（年齢，経歴，在職年数等）

及び組織特性（学校規模，学力傾向，進路状況
等）に関する項目を作成した。

２．校長のリーダーシップ実践
校長のリーダーシップ実践をほぼカバーして

いるという観点から，日本教育経営学会（2009）
「校長の専門職基準」で示されている７基準を
参照し，項目開発を行った（表２）。具体的には，
校長のリーダーシップや学校経営に関する研究
や実践への関与経験が豊富な共同研究者全員が
各基準に該当すると想定される複数の項目案を
提示し，複数回の共同討議を経て，計27項目を
作成した。そして，校長調査では，現任校にお
いて，27項目について，「実践したい（願望：

表１　有効回収数・率

表２　日本教育経営学会（2009）による校長の専門職基準と本調査での項目数
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４件法）」「実践できている（実際：４件法）」
の２側面（自己評価）から問うた。副校長・教
頭及びミドルリーダー教員に対する調査では，
現任校の校長が「実践している（実際）」程度（他
者評価）を問うた。

３．校長のリーダーシップ実践を支えているもの
（支えになっているもの）

校長のリーダーシップ実践を支えていると想
定される学校の外的条件（文部科学省等からの
通知・方針，学会等による学術知，公的研修か
ら得た知識・情報，校長会等他の校長との非公
式交流から得た知識・情報，図書・雑誌・ネッ
トから得られた知識・情報），と内的条件（組
織風土・組織文化：校長―教職員の良好関係，
相互支援関係，成長・挑戦志向性，精神健康）
という観点から，共同研究者全員による複数回
の共同討議を経て，前者：全15項目，後者：全
12項目を作成した。外的条件については，校長
のみに対して，「支えになってほしい（期待：
４件法」「支えになっている（現状：４件法）」
という２側面から問うた。内的条件については，
校長，副校長・教頭，ミドルリーダー教員の３
者に対して４件法にて問うた。

４．その他の項目
（1）現任校の課題状況

現任校の課題状況を問うために，児童生徒・
保護者・地域・現任校の組織体制の項目群から
成る全14項目を作成した。３者に対して４件法
にて問うた。

（2）地域等に関係する組織の学校に対する有益度
現任校にとっての地域等に関係する組織の有

益度を問うために，学校運営協議会等の全６項
目（高等学校では一部項目除外）を作成した。
３者に対して４件法にて問うた。

（3）現任校の組織風土・組織文化
現任校の組織風土・組織文化を問うために，

校長と教員との関係，教職員間の相互支援関
係，教職員の挑戦的・成長的志向，教職員のメ

ンタルヘルスの項目群から成る15項目を作成し
た。３者に対して４件法にて問うた。

なお，以下では，特別支援学校→特支，高等
学校→高校，副校長・教頭→教頭，ミドルリー
ダー教員→ミドルと略記する。

（朝倉　雅史）

Ⅳ　分析結果

１．校長のリーダーシップ実践の実態
まず，校長のリーダーシップ実践の実態を見

ていく。
（1）校長自身の意識から見た校長のリーダー 

シップ実践の実態
１）実践したい（願望）
①27項目の校種別比較
「実践したい」という「願望」を校種別に比

較し「全体」の平均値の高い項目から順に並べ
た結果が表３である。全項目とも中央値（2.5）
を超えており，上位３項目は，「（6）児童生徒
の課題について教職員が意見交換をする時間を
作る（基準２）」（3.52），「（21）教育の使命や
倫理に背くような教職員の行為に対して，毅然
として対応する（基準６）」（3.50），「（1）児童
生徒に関する様々な情報に基づいて，目指す学
校像を描く（基準１）」（3.49）であった。一方，
下位３項目は，「（4）保護者，地域住民の意見
を聞きながら，目指す学校像を描く（基準1）」

（3.14），「（24）最新の教育関係法規を理解し，
その精神と意図を汲み取る（基準７）」（3.19），

「（26）教育に近接する他領域（医療・福祉・文
化等）の情報や動向をつかみ，理解する（基準
７）」（3.20）であった。また校種別比較の結果，
9項目で有意な差が見られた。

②７基準（合成変数）の校種別比較
「実践したい」という「願望」について，７

基準を構成する項目の平均値を算出して校種別
比較を行い，「全体」の平均値の高い順に並べ
た結果が表４である。７基準すべてにおいて中
央値（2.5）を超えており，上位２項目は基準
２「教育活動の質を高めるための協力体制と風
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表３　校長としてのリーダーシップ実践に対する願望：校種別比較
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土づくり」（3.45），基準６「倫理規範とリーダー
シップ」（3.42）であり，下位２項目は，基準
７「学校をとりまく社会的・文化的要因の理解」

（3.22），基準５「家庭・地域社会との協働・連携」
（3.33）であった。校種別比較を行った結果，
基準５「家庭・地域社会との協働・連携」にお
いて，小学校，中学校の平均値が特支および高
校より有意に高く，高校は特支より有意に低
かった。

２）実践できている（実際）
①27項目の校種別比較
「実践できている」という「実際」を校種別

に比較し，「全体」の平均値の高い順に並べた
結果が表５（次頁）である。全項目とも中央値

（2.5）を超えており，上位３項目は，「（21）教
育の使命や理に背くような教職員の行為に対し
て，毅然として対応する（基準６）」（3.12），「（19）
保護者・地域社会の多様な関係者に対して敬意

をもって誠実に関わる（基準５））（3.11），「（22）
法令順守の研修やチェック体制などを学校全体
で機能させる（基準６）」（2.96）であった。一方，
下位３項目は，「（26）教育に近接する他領域（医
療・福祉・文化等）の情報や動向をつかみ，理
解する（基準７）」（2.49），「（4）保護者，地域
住民の意見を聞きながら，目指す学校像を描く

（基準１）」（2.51），「（24）最新の教育関係法規
を理解し，その精神と意図を汲み取る（基準７）」

（2.52）であった。校種別比較の結果，20項目
において有意な差が見られた。

②７基準の校種別比較
「実践している」という「実際」について，
７基準を構成する項目の平均値を算出して校種
別比較を行い，「全体」の平均値の高い順に並
べた結果が表６である。７基準すべてにおいて
中央値（2.5）を超えており，上位２項目は，
基準６「倫理規範とリーダーシップ」（2.95），

表４　校長としてのリーダーシップ実践に対する願望：校種別比較

表６　校長としてのリーダーシップ実践の実際：校種別比較
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表５　校長としてのリーダーシップ実践の実際：校種別比較
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基準５「家庭・地域社会との協働・連携」（2.87），
下位２項目は，基準７「学校をとりまく社会的・
文化的要因の理解」（2.58），基準４「諸資源の
効果的な活用と危機管理」（2.69）であった。
校種別比較の結果，全体的に小学校の値が高
く，５つの基準において他の校種より有意に
高かった。また他の校種と比較して，多くの
基準において高校の値が低かった。

３）願望と実際の差異
①27項目の差異の校種別比較

27項目ごとに願望と実際の差異（願望の平
均値から実際の平均値を引いた値）を校種別
比較し，「全体」の値が大きい項目から順に並
べた結果が表７である。差異の大きい上位３
項目は，「（15）教職員や児童生徒が安心して
教育・学習活動に取り組める物的環境を整え
る（基準４）」（0.96），「（7）新たな教育方法や
教材を用いた授業を奨励することで学校全体
の授業改善を促す（基準２）」（0.93），「（11）
教職員がお互いに授業を見せ合うことを奨励
する（基準３）」（0.84）であった。

一方，差異の小さい上位３項目は，「（19）保
護者・地域社会の多様な関係者に対して敬意を
もって誠実に関わる（基準５）」（0.35），「（21）
教育の使命や倫理に背くような教職員の行為に
対して，毅然として対応する（基準６）」（0.38），

「（22）法令順守の研修やチェック体制などを学
校全体で機能させる（基準６）」（0.45）であった。
なお，27項目の「全体」および全校種において，

「願望」と「実際」の差異は有意であった。

②７基準の差異の校種別比較
７基準ごとの願望と実際の差異を校種別比

較し，「全体」の値の大きい順に並べた結果が
表８である。差異の大きい上位２項目は，基
準２「教育活動の質を高めるための協力体制
と風土づくり」（0.79），基準４「諸資源の効果
的な活用と危機管理」（0.74）であり，差異の
小さい上位３項目は，基準５「家庭・地域社
会との協働・連携」（0.40），基準６「倫理規範
とリーダーシップ」（0.49）であった。また，

全７基準の「全体」及び「全校種」において，「願
望」と「実際」の差異は有意である。

（４）校長のリーダーシップ実践の実際に関す
る校種別の３者比較

１）全体
次に，校長のリーダーシップ実践の実際に

ついて校種別に３者比較を行う。まず，「全体」
の３者別比較の結果を「全体」の値が大きい
ものから順に示したものが表９である。全項
目とも中央値（2.5）を超えており，上位２項
目は，基準６「倫理規範とリーダーシップ」

（3.16），基準１「学校の共有ビジョンの形成と
具現化」（3.09），下位２項目は，基準２「教育
活動の質を高めるための協力体制と風土づくり」

（2.98），基準７「学校をとりまく社会的・文化
的要因の理解」（2.99）であった。３者別比較
の結果，全体として教頭，ミドル，校長の順
に有意に値が高かった。

２）小学校
小学校の３者別比較を行い「全体」の値が

大きい項目から順に並べた結果が表10である。
全項目とも中央値（2.5）を超えており，上位
２項目は，基準５「家庭・地域社会との協働・
連携」（3.21），基準６「倫理規範とリーダーシッ
プ」（3.18）であった。一方，下位２項目は，
基準７「学校をとりまく社会的・文化的要因
の理解」（3.01），基準４「諸資源の効果的な活
用と危機管理」（3.04）であった。３者別比較
の結果，全項目において，教頭とミドルの方
が校長より有意に値が高かった。

３）中学校
中学校の３者別比較を行い「全体」の値が

大きい項目から順に並べた結果が表11である。
全項目とも中央値（2.5）を超えており，上位
２項目は，基準６「倫理規範とリーダーシップ」

（3.16），基準５「家庭・地域社会との協働・連携」
（3.16）であった。一方，下位２項目は，基準
７「学校をとりまく社会的・文化的要因の理解」

（2.98），基準4「諸資源の効果的な活用と危機
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管理」（2.99）であった。３者別比較の結果，
全項目において教頭とミドルの方が校長より有
意に高く，基準３と５については，教頭がミド
ルより有意に高かった。

４）特別支援学校
特支の３者別比較を行い「全体」の値が大き

い項目から順に並べた結果が表12である。全項
目とも中央値（2.5）を超えており，上位２項
目は，基準６「倫理規範とリーダーシップ」

（3.17），基準１「学校の共有ビジョンの形成と
具現化」（3.11）であった。一方，下位２項目は，
基準２「教育活動の質を高めるための協力体制
と風土づくり」（2.99），基準３「教職員の職能
開発を支える協力体制と風土づくり」（3.00）
であった。３者別比較の結果，全項目において，
教頭とミドルの方が校長より有意に高く，その
うち，基準４，７以外は，教頭がミドルより有
意に高かった

５）高等学校
高校の３者別比較を行い「全体」の値が大き

い項目から順に並べた結果が表13である。全項
目とも中央値（2.5）を超えており，上位２項
目は，基準６「倫理規範とリーダーシップ」

（3.13），基準１「学校の共有ビジョンの形成と
具現化」（3.02）であった。一方，下位２項目は，
基準２「教育活動の質を高めるための協力体制
と風土づくり」（2.87），基準４「諸資源の効果
的な活用と危機管理」（2.92）であった。３者
別比較の結果，全項目において教頭とミドルの
方が校長より有意に高く，そのうち基準２，３，
４，６については，教頭がミドルより有意に 
高かった。

（５）基本属性別に見た校長のリーダーシップ
実践の実際

次に，校長の意識より基本属性別に見た校長
のリーダーシップ実践の実際について見ていく。
分析にあたり，校長のリーダーシップ実践の実
際の程度から３群を設定した。手続きとしては，
27項目の総量（最小27，最大108）を算出し，

その平均値（73.92）と標準偏差（8.98）を用い
て，それぞれの群の度数にばらつきが出るよう
に，低群：69.43未満（平均値－標準偏差×
1/2），中 群：69.43以 上，78.41未 満，高 群：
78.41以上（平均値＋標準偏差×1/2）の３群に
分類した。その結果，低群：29.5%（244名），
中 群：42.4%（351名），高 群：28.1%（233名）
となった。なお，3群間の平均値において，有
意な差（F=1460.59，p<0.001：高群>中群>低
群）が認められた。

１）全体
全体について，個人特性３項目（性別，校長

経験学校数：「１校」「２校」「３校～」，教員以
外の職歴有無と組織特性1項目（自治体規模：

「５万未満」「５万～20万未満」「20万以上」）の
クロス集計を行った結果，個人特性の性別（χ2：
1.40，df：2，n.s.），校長経験学校数（χ2：4.33，
df：4，n.s.），教員以外の職歴有無（χ2：0.67，
df：2，n.s.）および組織特性の自治体規模（χ2：
3.36，df：4，n.s）とは有意な関連が見られなかった。

２）小学校
小学校について，個人特性３項目（性別，校

長経験学校数，教員以外の職歴有無，以下同様）
と組織特性３項目（学校規模：当該校種のデー
タに基づいて３等分：「小規模校」「中規模校」

「大規模校」，自治体規模：「５万未満」「５万～
20万未満」「20万以上」，学力状況：「全国平均
より低い」「全国平均なみ」「全国平均より高い」，
以下同様）のクロス集計の結果は以下の通りで
ある。

個人特性について，性別（χ2：0.26，df：2，
n.s.），校長経験学校数（χ2：2.76，df：4，n.s.），
教員以外の職歴有無（χ2：1.26，df：2，n.s.）
とは有意な関連が見られなかった。一方，組織
特性については，学校規模（χ2：14.99，df：4，
p<0.01），学 力 状 況（χ 2：17.55，df：4，
p<0.01）と有意な関連が見られ，高群ほど学校
規模が小さく，学力状況が高かった。なお自治
体規模（χ2：3.82，df：4，n.s.）とは有意な関
連が見られなかった。
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３）中学校
中学校について，個人特性３項目と組織特性
３項目のクロス集計の結果は以下の通りである。

個人特性について，性別（χ2：3.88，df：2，
n.s.），校長経験学校数（χ2：4.05，df：4，n.s.），
教員以外の職歴有無（χ2：3.01，df：2，n.s.）
とは有意な関連が見られなかった。また組織特
性についても，学校規模（χ2：0.87，df：4，n.s.），
自治体規模（χ2：3.69，df：4，n.s.），学力状
況（χ2：8.38，df：4，n.s.）との有意な関連は
見られなかった。

４）特別支援学校
特支について，個人特性３項目と組織特性３

項目のクロス集計の結果は以下の通りである。
個人特性について，性別（χ2：0.78，df：2，

n.s.），校長経験学校数（χ2：2.39，df：4，n.s.），
教員以外の職歴有無（χ2：1.26，df：2，n.s.）
とは有意な関連が見られなかった。組織特性に
ついても，学校規模（χ2：2.88，df：4，n.s.），
自治体規模（χ2：1.95，df：4，n.s.），学力状
況（χ2：2.48，df：4，n.s.）との有意な関連は
見られなかった。

５）高等学校
高校について，個人特性３項目と組織特性３

項目（高校は，学校規模および自治体規模と進
路状況：「就職者が多い」「短期大学・専門学校
進学者が多い」「４年制大学進学者が多い」の
項目を設定）のクロス集計の結果は以下の通り
である。

個人特性について，性別（χ2：1.85，df：2，
n.s.），校長経験学校数（χ2：3.19，df：4，n.s.），
教員以外の職歴有無（χ2：3.35，df：2，n.s.）
とは有意な関連が見られなかった。また組織特
性についても，学校規模（χ2：1.99，df：4，n.s.），
自治体規模（χ2：1.18，df：4，n.s.），進路状
況（χ2：7.20，df：4，n.s.）との有意な関連が
見られなかった。

（諏訪英広）

２．校長のリーダーシップ実践を支えるもの（１）
支えになっていること（現状）

１）15項目の校種別比較
15項目を設定した校長のリーダーシップ実践

の「支えになっていること」（現状）を校種別
比較し，「全体」の平均値が高い項目から順に
並べた結果が表14である。

全15項目で中位点（2.5）より高い値を示し
ており，上位３項目は，「（8）親しい校長どう
しの間での非公式な情報・意見交流（3.44）」，

「（5）校長会での協議等に基づく公式的な知識・
情報（3.24）」，「（4）校長会主催の研修で得た
知識・情報（3.21）であった。一方，下位３項
目は，「（15）インターネットやSNS等から得
られる知識・情報（2.67）」，「（10）学術団体・
学会主催の研究会で得た知識・情報（2.74）」，

「（7）大学・大学院の長期研修で得た知識・情
報（2.80）」であった。校長同士の公式・非公
式の交流が支えになっているとの意識が高い一
方，学術的な知識や情報が支えになっていると
いう意識は相対的に低いことがわかる。

なお校種別比較における大きな差異は見られ
ないが，「（2）教育委員会の通知や方針」は，
特支・小学校の値が高校よりも有意に高く， 

「（1）文部科学省の通知や方針」については，
特支・小学校が他の校種よりも有意に高かった。
また，特支は他の校種よりも「（10）学術団体・
学会主催の研究会で得た知識・情報」が有意に
高かった。

２）因子分析
次に15項目に対して探索的因子分析（主因子

法，Promax回転）を行った。固有値１以上の
基準を設けて，因子負荷量0.4に満たない項目
を除外し，再度因子分析を行ったところ，解釈
可能な４つの因子を抽出した（表15）。

第１因子は，校長会をはじめとした校長同士
の交流による情報・知識・意見交流などを表し
ていることから「専門職的交流」と命名した。
第２因子は，研究者や学術団体・学会主催の研
究会等における交流を表していることから「学
術的交流」と命名した。第３因子は，教育委員
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会や文部科学省からの通知や方針，情報・知識
を表していることから「教育行政指針」と命名
した。第４因子は各種の情報媒体を通じて得ら
れる知識・情報が支えになっていることを表し
ていることから「情報メディア」と命名した。
尺度の信頼性を検討するためCronbachのα係
数を算出したところ，第１因子，第２因子，第
３因子については0.7以上を示し，一定の内的
整合性が確認された。第４因子については，充
分に高いα係数が得られなかったものの，項目
数の少なさと因子の意義を勘案してその後の分
析に用いることにした。なお，因子間相関係数
を算出したところ，因子２と因子３の間にはほ
とんど相関が無かったが，その他については低
～中程度の正の相関が示された。

３）因子（合成変数）の校種比較
各因子に高い負荷量を示した項目の単純加算

平均を合成変数として，校種別比較した結果が
表16である。全体において，専門職的交流が最
も高い値を示している。また校種別比較では，
教育行政指針について小学校・特支の値が高校
よりも高く，特支の値が中学校よりも高かった。
また，情報メディアにおいて小学校の方が，特
支と高校よりも有意に高かった。

（２）支えてほしいもの（期待）
１）15項目の校種別比較

15項目を設定した校長のリーダーシップ実践
の「支えになってほしいこと」（期待）を校種
別比較し，全体の平均値が高い項目から順に並
べた結果が表17である。全15項目で中位点（2.5）
より高い値を示しており，上位３項目は，「（8）
親しい校長どうしの間での非公式な情報・意見
交流（3.44）」，「（4）校長会主催の研修で得た
知識・情報（3.21）」，「（5）校長会での協議等
に基づく公式的な知識・情報（3.24）」であり，
値の高い項目について現状と大きな差異はな
かった。一方，下位３項目は，「（15）インター
ネットやSNS等から得られる知識・情報

（2.67）」，「（7）大学・大学院の長期研修で得た
知識・情報（2.80）」，「（10）学術団体・学会主

催の研究会で得た知識・情報（2.74）」であり，
上位項目と同様，現状と大きな差異はなかった。
校種別比較において相対的に大きな差異は見ら
れないが，「（8）親しい校長どうしの間での非
公式な情報・意見交流」は，高校は小学校・中
学校に比べて有意に高い。文部科学省・教育委
員会の通知や方針については，特支の方が有意
に高い傾向がみられた。また，「（13）教育界以
外の知人との情報・意見交流」は，高校の方が
中学校・特支よりも有意に高かった。

２）因子（合成変数）の校種比較（※合成する
変数は「現状」の因子分析に基づく）

校長のリーダーシップ実践の支えになってい
ること（現状）に関する因子分析結果に基づい
て，高い負荷量を示した項目（期待）を単純加
算平均し，合成変数を校種別比較した結果が表
18である。４因子すべてにおいて中位点（2.5）
より高い値を示しているが，全体において特に
専門職的交流が最も高い値を示しており，現状
と同様の傾向になっている。また，校種別比較
では，教育行政指針について特支は，中学校・
高校よりも有意に高く，小学校が高校よりも有
意に高かった。

（３）期待と現状の差異
１）全体

次に期待と現状の差異（期待の平均値から現
状の平均値を引いた値）について分析し，校種
別に比較していく。まず全体で両者の平均値を
比較した結果が表19である。すべての因子にお
いて，期待の方が現状よりも有意に高く，特に
差異の大きい上位２項目は，「学術的交流」と

「教育行政指針」であった。

２）校種別の分析
次に，小学校，中学校，特支，高校それぞれ

について期待と現状の差異を示した結果が表20
～23である。

小学校（表20）は「専門職的交流」についての
み有意な差はみられなかったが，差異の大きい順
に「教育行政指針」「学術的交流」「情報メディ
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ア」は，期待の方が現状よりも有意に高かった。
中学校（表21）は，差異の大きい順に「教育

行政指針」と「学術的交流」は期待の方が現状
よりも有意に高かった。

特支（表22）は，差異の大きい順に「教育行
政指針」「情報メディア」「学術的交流」は，期
待の方が現状よりも有意に高かったが，「専門
職的交流」について有意な差はみられなかった。

高校（表23）は，すべての因子において，期
待の方が現状よりも有意に高く，特に差異の大
きい因子は，「教育行政指針」と「学術的交流」
であった。

以上を総括すると専門職的交流については，
小・中・特支で有意な差はみられないものの，
高校のみ有意な差が示された。また，すべての
校種で「学術的交流」と「教育行政指針」は，
期待の方が現状よりも有意に高く，特に後者に
ついては相対的に差異が大きい。

３．校長のリーダーシップ実践の発揮と校長・
学校をめぐる諸条件との関連

それでは，校長のリーダーシップ実践の発揮
は校長をめぐるいかなる条件と関連があるのだ
ろうか。ここでは，７基準ごとの校長のリーダー
シップ実践の発揮（実際）とそれを支えている
こと（現状），現任校の課題状況及び現任校の
組織風土・組織文化との関連を見ていく。

（１）現任校の課題状況と現任校の組織風土・
組織文化の因子分析

１）現任校の課題状況の因子分析
15項目に対して探索的因子分析（最尤法，

Promax回転）を行った結果が表24である。固
有値1以上の基準を設けて因子を抽出したが適
切な解が得られなかったため，固有値の減衰状
況と尺度の構成（児童生徒・保護者・地域・組
織体制）を踏まえて4因子の抽出を試みた。因
子負荷量0.4に満たない項目を除外して再度因
子分析を行った結果，解釈可能な４因子を抽出
し，第1因子は「地域」，第２因子は「保護者」，
第３因子は「組織体制」，第４因子は「児童生徒」
と命名した。尺度の信頼性を検討するため

Cronbachのα係数を算出したところ，第１因
子，第２因子，第４因子については0.7以上を
示し，一定の内的整合性が確認された。第３因
子については高いα係数が得られなかったもの
の，項目数の少なさと因子の意義を勘案してそ
の後の分析に用いることにした。なお，因子間
相関係数を算出したところ，全ての因子間に低
～中程度の正の相関が示された。

２）現任校の組織風土・組織文化の因子分析
12項目に対して探索的因子分析（主因子法，

Promax回転）を行った結果が表25である。固
有値１以上の基準を設けて，因子負荷量0.4に
満たない項目を除外し，再度因子分析を行った
ところ，解釈可能な３つの因子を抽出した。第
１因子は，教職員間における創造的かつ新たな
取り組みを認め合い，挑戦していく雰囲気を表
していることから「成長・挑戦」と命名した。
第２因子は，教職員間の対話やメンタルヘルス
の維持，相互に支援を求める雰囲気を表してい
ることから「相互支援」と命名した。第３因子
は校長と他の教職員とりわけミドルや教頭との
良好な関係を表していることから「校長との良
好関係」と命名した。尺度の信頼性を検討する
ためCronbachのα係数を算出したところ，第
１因子，第２因子については目安となる0.7以
上の値を示し，一定の内的整合性が確認された
が，第３因子については，充分に高いα係数が
得られなかった。ただし，因子の解釈可能性と
分析上の意義を勘案してその後の分析に用いる
ことにした。なお，因子間相関係数を算出した
ところ，全ての因子間に低～中程度の正の相関
が示された。

（２）校長のリーダーシップ実践の発揮と諸条
件の相関分析

１）全体
校長のリーダーシップ実践の発揮と他の条件

の関連を検討するため，「校長のリーダーシッ
プ実践の実際」（７基準の合成変数）と「リーダー
シップ実践を支えているもの（現状）」（４因子），

「現任校の課題状況」（４因子），「現任校の組織
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表19　校長としてのリーダーシップ実践を支えるものの現状と期待の比較（全体）

表20　校長としてのリーダーシップ実践を支えるものの現状と期待の比較（小学校）

表21　校長としてのリーダーシップ実践を支えるものの現状と期待の比較（中学校）

表22　校長としてのリーダーシップ実践を支えるものの現状と期待の比較（特別支援学校）

表23　校長としてのリーダーシップ実践を支えるものの現状と期待の比較（高等学校）
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表24　現任校の課題状況の因子分析結果

表25　現任校の組織風土・文化の因子分析結果
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表26　校長のリーダーシップ実践の実際とその他の変数との相関（全体）

表27　校長のリーダーシップ実践の実際とその他の変数との相関（小学校）

表28　校長のリーダーシップ実践の実際とその他の変数との相関（中学校）

表29　校長のリーダーシップ実践の実際とその他の変数との相関（特別支援学校）

表30　校長のリーダーシップ実践の実際とその他の変数との相関（高校）



― 64 ―

風土・組織文化」（３因子）の各変数間の相関
係数を全体および校種別に算出した。なお，紙
幅の都合上「校長のリーダーシップ実践の実際」
とその他の変数に関する有意な相関係数（.200
以上）を掲載している。まず，全体の相関分析
の結果を示したものが表26である。全体的に低
～中程度の有意な正の相関がみられたが，リー
ダーシップ実践の実際とリーダーシップ実践を
支えていることとの間には，ほとんど相関がな
いか，低い相関しか認められず，専門職的交流
の相関が低いことがわかる。校長のリーダー
シップ実践の実際と他の変数間で比較的高い相
関係数を示したのは，基準１～３と「成長・挑
戦」「組織体制」および「相互支援」であった。

２）校種別の分析
次に，小学校，中学校，特支，高校それぞれ

について相関分析の結果を示したものが表27～
30である。それぞれの特徴を見てみると，小学
校（表27）は他の校種に比べて，リーダーシッ
プ実践の実際とリーダーシップ実践を支えてい
ることとの相関関係が弱かった。

中学校（表28）については，リーダーシップ
実践の実際と「学術的交流」との間で有意な低
～中程度の相関が多数認められた。また，リー
ダーシップ実践の実際と「組織体制」「成長・
挑戦」「相互支援」との間に中程度の有意な正
の相関が認められた。

特支（表29）では，リーダーシップ実践の実
際と「組織体制」「成長・挑戦」「相互支援」と
の間に中程度の有意な正の相関が認められた。

高校（表30）では，リーダーシップ実践の実
際と「組織体制」「成長・挑戦」「相互支援」と
の間に中程度の有意な正の相関が認められた。

（朝倉　雅史）

Ⅴ　まとめ

１．得られた知見
得られた知見は以下の通りである。 
第一は，校長のリーダーシップ実践の願望に

ついて，７基準とも高い値が示された。特に，

基準２「教育活動の質を高めるための協力体制
と風土づくり」の値が高い。校種別比較では，
基準５「家庭・地域社会との協働・連携」にお
いて，他の校種と比較して，高校が有意に低い。 

第二は，校長のリーダーシップ実践の実際に
ついて，７基準とも高い値が示された。校種別
比較では，全項目とも小学校の値が高く，基準
６「倫理規範とリーダーシップ」，基準７「学
校を取り巻く社会的・文化的要因の理解」を除
く５基準において，他の校種と比較して，有意
に高い。

第三は，校長のリーダーシップ実践の願望と
実際の差異について，７基準とも有意な差が見
られた。

第四は，校長のリーダーシップ実践の実際に
ついて，全体及び校種別の３者比較において，
教頭，ミドル，校長の順に有意に高かった。 

第五は，校長のリーダーシップ実践の実際と
回答者の個人特性及び組織特性との関連性につ
いて，有意な関連はほとんど見られなかった。
その中で，小学校において，学校規模及び学力
状況の良好さとリーダーシップ実践との間に有
意な関連が見られる。

第六は，校長のリーダーシップ実践を支える
ものは，現状よりも期待の方が高い値を示した。
さらに，校長同士の公式・非公式の交流を表す

「専門職的交流」および「教育行政指針」が高
い値を示す一方，「学術的交流」「情報メディア」
の値が低い。

第七は，校長のリーダーシップ実践を支える
ものに関する期待と現状の差異について，全体
的に期待の方が現状よりも高い値が示された。
校種別比較では，特に「学術的交流」と「教育
行政指針」が全ての校種において期待が現状よ
りも有意に高い。一方，「専門職的交流」は高
校のみ期待の方が現状よりも高い値を示した。 

第八は，校長のリーダーシップ実践の発揮と
校長・学校をめぐる諸条件との関連について，
リーダーシップ実践と「リーダーシップ実践を
支えるもの」との相関は低かった。とりわけ，
専門職的交流については，ほとんど相関がない。 

第九は，校長のリーダーシップ実践の発揮と
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校長・学校をめぐる諸条件との関連について，
小学校では，リーダーシップ実践と実践を支え
る「学術的交流」との相関がほとんどない一方，
他の校種とりわけ中学校では概ね中程度の正の
相関を示した。

第十は，校長のリーダーシップ実践の発揮と
校長・学校をめぐる諸条件との関連について，
基準１「学校の共有ビジョンの形成と具現化」，
基準２「教育活動の質を高めるための協力体制
と風土づくり」，基準３「教職員の職能開発を
支える協力体制と風土づくり」は，現任校の「組
織体制」に関する課題状況および現任校の「成
長・挑戦」「相互支援」の組織風土と概ね中程
度の相関関係にある。

２．考察
以上の知見を踏まえて，現在の日本の公立学

校において校長のリーダーシップの発揮とそれ
を支える制度的・組織的条件の実態はどうなっ
ているのか，仮説を交え，考察を加えてみたい。

第一は，校長自身が抱いているリーダーシッ
プ実践の願望とその実際は，設定した質問項目
全体にわたって比較的高い値を示している。こ
のことは，「学校経営において校長はリーダー
シップを発揮すべきだ」という意識が広く浸透
していることを物語っていると言えるだろう。
ただし，自分が実践したいと考えている願望と，
実際にそれができているという実感との間には
有意な差が見られた。ある意味で，このことは
校長がさらなるリーダーシップを発揮しうる余
地があることを示唆しているが，同時に，「思
いはあっても現実はその通りにいかない」とい
う難しさを示してもいる。この難しさを考える
上で参考になるのは，願望と実際の差違が大き
い上位項目と下位項目の内容である。上位項目
には，校長が一人で実行するものではなく，一
人ひとりの教職員による主体的行動を通じて実
現できる内容が並んでいる。これに対して，下
位３項目をみると，校長が率先して行動するこ
とのウェイトが高い内容だと解釈できるのでは
ないか。この傾向は，校種別で異なる面もある
ことから，校種の異同に留意した上で，リーダー

シップの実践やそれを支える条件性について検
討する必要がある。

第二は，校長のリーダーシップが実際にどの
程度発揮されているかについての，校長，教頭，
ミドルという３者による評価が，全校種におい
て，７基準とも，教頭＞ミドル＞校長の順に有
意に高くなっている状況がみられる。少し古い
が，小島他（1991）によれば，自身の学校経営
の実態に対する校長と教員の認識では，校長の
方が教員よりも実態を肯定的に評価する傾向が
強かった。そのような傾向を踏まえてこの結果
をみると，校長の方針や考え方に沿って学校経
営の実際を把握し，校長の意図を汲み取って行
動するという指向性が，教頭とミドルの間に深
く浸透しているように受けとめることができる。
一つの解釈として，校長自身の自己評価よりも
教頭による評価の方が高いという状況は，学校
管理職が一体となってリーダーシップを発揮す
る態勢ができている現状が表れているのかもし
れない。ただし，前掲第一の点を絡めて考える
と，他の校内教職員の意識や実情と学校管理職
の認識との関係に距離がないのかどうか，疑問
の余地が残る。「校長のリーダーシップの発揮」
を学校管理職から他の教職員へという一方向的
に捉える理解に立つのか，教職員の多様な実情
や創意を生かしたボトムアップ的な理解を交え
て理解するのか，という視点での実態検証が必
要だといえよう。

第三は，校長の有する個人特性と所属する組
織特性とリーダーシップ実践との関連がほとん
ど見られなかった中で，特に，校長としての経
験学校数に着目したい。リーダーシップの実践

（できている）と経験学校数（経験年数とも言
える）に有意な関連がないということは，校長
経験を重ねることとリーダーシップ実践は必ず
しも比例しないということである。過去の学校
経営経験に頼って考えるというよりも，現在勤
務する学校の組織的条件（教職員の構成，校内
研修の状況など）や課題状況（児童生徒の実態
ニーズ，保護者・地域との関係など）を見定め，
現任校の学校経営に関係する外的諸条件（教育
委員会との関係，校長会を始めとする各種ネッ
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トワークなど）を有効な資源として活用するこ
とができるかどうかという点のほうが，リーダー
シップ実践の有り様に大きく影響する可能性が
示唆される。

第四は，校長自身が認識している「リーダー
シップ実践を支えているもの」について，期待
が現状を上回っていることから，リーダーシッ
プの発揮を支える制度的・組織的条件を整備す
ることの必要性は明らかである。ただし，今回
の調査では校長自身が必要だと認識している条
件が，直接的にリーダーシップ実践と関連して
いるわけではないことが示唆された。だとする
と，校長自身が認識しているものとは異なる条
件が，実は校長のリーダーシップ実践を支え，
促進する上で有効性をもつ可能性も考えられる。
本調査において，校長自身がリーダーシップ実
践を支えているものの現状と期待の両方におい
て「専門職的交流」と「教育行政指針」が高い
値を示したのに対して，「学術的交流」と「情
報メディア」の値は低かった。そして，期待と
現状の差違に着目すると，「教育行政指針」と

「学術的交流」の値の大きさが顕著である。さ
らに，この両者の条件にはほとんど相関がない
ことも明らかになっている。過去20年以上にわ
たって重要な制度改変を伴う教育改革施策が
次々に実施されている状況のもとで，「教育行
政指針」は校長にとって何よりも注目して踏ま
えておくべきことと理解されている。それらの
文書の中で「校長のリーダーシップの発揮」が
求められることで，さらに校長自身の責任意識
は強化されることにもなろう。ただし，前述の
ように「校長のリーダーシップ」は各学校がも
つ固有の文脈に即して，多様なバリエーション
をもって機能させるべきものといえる。だが「教
育行政指針」を踏まえるだけでは，そうした解
釈や発想を促すことに十分とはいえないだろう。

「学術的交流」は，ある意味では「教育行政指針」
自体を相対化したり，校長のリーダーシップの
多様性を理解したりする上で活用可能な知識・
情報を得られる回路だと考えられる。その条件
をめぐる期待と現状の差違が大きいということ
は，「学術的交流」という条件を，校長をはじ

めとするスクールリーダーにとってアクセス可
能なものにする条件整備の意義を示唆するもの
と解釈できよう。さらに，「学術的交流」と「情
報メディア」の相関が一定程度認められること
にも留意しておきたい。これらは，校長自身が
自ら主体的にアクセスし活用しようとしない限
り回路を開くことが難しい条件である。そのよ
うな視点から，「専門職的交流」「教育行政指針」
との違いについてさらに検討する必要がある。

第五は，校長のリーダーシップ実践の基準１
～３が，「組織体制」および「成長・挑戦」「相
互支援」と比較的高い相関を示すことから，現
任校における課題認識の高さと教職員の相互作
用によって醸成される組織風土・文化によって，
リーダーシップの発揮状況は異なると考えられ
る。なお，リーダーシップ実践と課題認識，組
織風土・文化との間には相互作用的関係が想定
される。すなわち，課題認識の高まりがリーダー
シップ実践を規定していると同時に，リーダー
シップ実践の実際が課題認識を喚起するとも考
えられる。リーダーシップ実践が組織風土・文
化を醸成すると考えられる一方で，そうした組
織の内部状況が，校長のリーダーシップ実践を
促すということを考慮しながら，学校内部組織
条件の在り方について検討する必要がある。

３．今後の研究課題
今後の研究課題は以下の通りである。
第一に，本稿では，校長のリーダーシップ実

践の発揮に関連する要因分析について，リー
ダーシップ実践の発揮と想定される個別要因と
の単純相関分析にとどまっており，今後は，リー
ダーシップ実践に影響を及ぼす要因の強さや直
接・間接的な影響経路について詳細に分析する
必要がある。調査データの分析を引き続き行っ
ていく予定である。

第二に，本稿及び今後の詳細分析で明らかに
なった知見や仮説に関して，質的データによる
分析を加えるために，関係者インタビューを実
施する必要がある。その場合，個別校長に対す
るインタビューと，自治体・地域という特性・
条件に着目した教育委員会・校長会等に対する
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インタビューなどが考えられる。当面は自治体・
地域の違いに着目して全国複数の自治体・地域
の校長団体を抽出して，前掲の考察・仮説を踏
まえながらインタビューの実施を計画している。

（浜田　博文・朝倉　雅史・
　諏訪　英広・髙野　貴大）
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The aim of the current study was to identify the factors for promoting quality leadership among Japanese 

school principals with a focus on institutional and organizational conditions and to present a reform design 

plan. The research design consisted of domestic and overseas surveys, and this paper is the first to report 

results of domestic surveys of principals, vice-principals, and mid-career teachers who work in public 

elementary, junior high, high schools, and special support schools. We conducted a basic analysis of the work 

environments where principals displayed quality leadership, what factors support quality leadership, and the 

relationship of how principals lead to institutional and organizational conditions in which they work. There 

were five main findings from the study.

First, the idea that principals should exercise leadership in school management is widely acknowledged. 

However, we found that there is a significant difference between what principals wish to achieve and what they 

can achieve. This suggests that there is room for principals to exert their leadership further.

Second, vice-principal and mid-career teachers tend to act in accordance with the principal’s policies and 

ideas for school management, so it is necessary to further analyze whether leaders perceive quality leadership 

as a top-down approach from the principal to faculty or a bottom-up approach from faculty to the principal.

Third, since there is no significant relationship between quality of leadership and years of experience. The 

biggest influence with regard to a principal’s quality of leadership is whether they can determine the 

organizational conditions and challenges for the school and utilize external resources for school management.

Fourth, while there is a need to establish institutional and organizational conditions that support good 

leadership, these may not be recognized by the principals themselves.

Fifth, the organizational climate and culture cultivated through the recognition of challenges at the school 

and the interaction of faculty members, affects a principal’s leadership. Although a principal’s leadership may 

foster good organizational culture, this needs to be further analyzed considering the potential of internal school 

conditions to promote leadership.


